
構造改革特別区域計画

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称

大分県

２ 構造改革特別区域計画の名称

大分わな猟免許特区

３ 構造改革特別区域の範囲

大分県の全域

４ 構造改革特別区域の特性

（１）概況

本県は標高０ｍから１，０００ｍ近くまで耕地が分布し、耕地面積の約７割が

中山間地域に位置する起伏の多い地勢にある。これらの地域では米を基盤に野菜、

果樹、園芸作物等各地域の立地条件を生かした多様な営農が展開されているが、

中山間地域の営農は高齢化、担い手不足が深刻であり、集落での農業生産活動の

維持が大きな課題となっている。

本県では比較的経営規模の小さい農家が多く、１戸当たり耕地面積及び１戸当

たり生産農業所得ともに全国、九州平均に比較して下回っている。

さらに、ここ数年増加傾向にある鳥獣被害が、農家の生産意欲の減退につなが

るなど深刻な問題となっている。

１戸当たり耕地面積 （単位；ａ）

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

大 分 県 １１２．０ １１２．８ １１３．５

九州平均 １３１．０ １３２．２ １３３．６

全国平均 １５６．０ １５７．３ １５８．９

１戸当たり生産農業所得 （単位；千円）

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

大 分 県 ９９０ １，０１９ ９９０

九州平均 １，３１４ １，３２７ １，４０２

全国平均 １，１１８ １，１５８ １，２３６



（２）鳥獣被害状況

近年、本県では中山間地域での鳥獣による農林業被害が増加しており、水稲を

中心に５億円の被害が発生している。特にイノシシ被害では平成５年には約１億

１千万円であったものが、平成１５年では約２億６千万円と激増している。

有害鳥獣による農林業の被害状況 （単位；千円）

鳥 獣 名 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

イノシシ ２５９，１０１ ２６２，８４０ ２６３，０８６

シ カ ７２，９４４ ９４，１８４ １２８，６８２

カ ラ ス ７２，１２９ ６７，４７３ ４７，０３４

そ の 他 ５１，７９５ ６６，４５１ ６２，４３０

合 計 ４５５，９６９ ４９０，９４８ ５０１，２３２

（３）狩猟免許者の状況

県内における狩猟免許所持者数は平成１５年度末で５，２２４名、また平成１

６年度の狩猟免許の新規取得者は、２０２名で内訳は、「網・わな猟」１４０名、

「第１種銃猟」６０名、「第２種銃猟」２名となっており、最近は「網・わな猟」

免許所持者の比率が高くなっている。

なお、平成１５年度の猟期に大分県の網・わな猟免許の狩猟者登録を行った１，

４６６人について、調査したところわなのみの使用者が１，３１５人と９０％を

占めており、狩猟方法の主流は「わな」となっている。

狩猟免許新規取得者数 （単位；人）

区 分 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

網・わな猟免許 １８５ ２６９ ２６３ １４０

第１種銃猟免許 ６３ ５４ ９８ ６０

第２種銃猟免許 ２ １ １５ ２

合 計 ２５０ ３２４ ３７６ ２０２

狩猟免許所持者数 （単位；人）

区 分 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

網・わな猟免許 １，３５６ １，５９４ １，７０９

第１種銃猟免許 ３，８７８ ３，８７３ ３，４２３

第２種銃猟免許 １６５ １１３ ９２

合 計 ５，３９９ ５，５８０ ５，２２４



（４）イノシシ被害対策

網わな猟免許取得促進のため、平成１１年以前は年１回１箇所での試験実施で

あったが、その後年２回７箇所で実施している。また、有害鳥獣捕獲に対する報

奨金や、防護柵設置の助成、三県合同による一斉捕獲を年２回実施している。

５ 構造改革特別区域計画の意義

近年の鳥獣による農林業作物被害の増加に対して、農林業者は防護柵の設置な

どで対応しており、県・市町村も有害鳥獣捕獲や防護柵の設置への助成を中心と

した被害対策を行っている。本県では被害に対して迅速な対応ができるよう有害

鳥獣捕獲の権限を市町村長へ委譲している。このため市町村長が認める捕獲班が

有害鳥獣捕獲を担っているが捕獲班員は地元の猟友会のメンバーで構成されてお

り、会社員が多く土日の出動が多いことや捕獲班員の高齢化もあり、迅速な対応

に困難が生じている。また、狩猟者は昭和５０年代より現代は２分の１以下とな

っており、今後、有害鳥獣捕獲等の被害対策に支障が起きると考えられる。

このような状況から今年度から県では、「自ら取り組む鳥獣被害対策事業」を

新たに実施し、農林業者が行政や有害鳥獣捕獲班による被害対策に加え、自ら防

衛する取り組みを支援することとしている。この事業にはこれまでの猟友会メン

バーを中心とした従来からの有害鳥獣捕獲班とは別の農林業者自らが行う捕獲の

支援が含まれている。

そこでこの事業を推進するにあたり網・わな猟免許（わな限定）を新たに実施

することで、わな猟に限定した知識の習得のみで受験ができ、受験者の負担軽減

を図ることができる。またこの制度を活用して、農林業者や農協、森林組合、市

町村など被害対策に取り組む個人や団体の職員等にわな免許の取得を促すことに

より、わな猟に関する知識や技術の専門性が高められると同時に、狩猟免許所持

者の増加と迅速な被害対策が可能となり、農林業被害の軽減と、収入の安定化が

図られ、地域振興が推進される。

６ 構造改革特別区域計画の目標

（１）農林業者や農協、森林組合など自ら防衛する個人や団体職員等にわな免許の取

得を促すことにより、毎年１割以上の増加を図り５年後には１６年度取得者のほ

ぼ倍増を目標とする。

平成１６年度 平成２１年度

網・わな免許新規取得者数 １４０ ２７０

（２）箱わな講習会を毎年開催し、わな免許初心者の技術向上を図る。 また、「自ら

取り組む鳥獣被害対策事業」と連携し、集落単位での自衛体制を整備する。



（３）わな免許の取得を推進し、自衛体制を整備することにより、安心して農林業に

従事できる環境を整え、農林業被害の軽減を図る。

（単位：百万円） 平成１５年度 平成２７年度

有害鳥獣による農林業被害額 ５０１ ３６０

大分県新農林業振興計画（策定中 H17～H27 )

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果

農林業者自らが行なう有害鳥獣被害防止対策により、農林産物の生産量・品質

が向上し、被害額の減少とともに、農林業所得の増加が見込まれ、営農意欲の高

まりが期待される。

また、地域全体で鳥獣被害対策を行うことで集落のまとまりが促進され担い手

の定住や、高齢農業者が安心して農林業に従事できるようになり、その生産物が

地域の直売所で販売されるなど、地域の活性化及び高齢者福祉にも波及効果があ

る。

８ 特定事業の名称

番号 １３０７

名称 網又はわなを指定しての狩猟免許取得の容認事業

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関

連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認め

る事項

（１）箱わな講習会の開催
・箱わなによるイノシシ捕獲技術の向上を図るため、わな免許初心者を対象とし

た実地研修。

（２）囲いわな導入事業，自ら取り組む鳥獣被害対策事業

・シカを対象とした囲いわなの導入を図り、シカ被害の軽減を図る。

・研修会により集落リーダーを養成し、集落ぐるみの被害対策を実施する。

（３）有害鳥獣捕獲班の増加

上記（１）、（２）の事業により捕獲班員を養成し、わな捕獲班の増加を図る。



別紙

１ 特定事業の名称

番号 １３０７

名称 網又はわなを指定しての狩猟免許取得の容認事業

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者

大分県全域において、わな若しくは網に係る狩猟免許を取得しようとする者

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日

構造改革特別区域計画の認定を受けた日

４ 特定事業の内容

網・わな狩猟免許試験（網限定）及び網・わな狩猟免許試験（わな限定）を実

施し、網のみ若しくはわなのみで構成された試験問題による狩猟免許試験を実施

する。狩猟試験実施事務はすべて本県で行っている。

５ 当該規制の特例措置の内容

現行においては、網及びわなの両方の使用を目的とした免許となっており、網

及びわなの猟具に関する知識やそれぞれの猟具で捕獲できる鳥獣の知識が求めら

れたが、本県においては、網による狩猟を行う者は非常に少なく、特に近年社会

問題化している有害イノシシ対策としては、わなによる捕獲が求められている。

今回の特例措置により、わな猟に関する専門性の向上とわな猟に限定した知識

等について、受験者にとっての負担軽減となり、狩猟免許所持者の増加が期待で

きる。

（当該事業の実施に当たり必要となる作業）

①網・わな猟免許にかかる申請書様式の改正

環境省が提示する様式に合わせる。

②同免許について、網及びわなのそれぞれの試験問題の作成

網及びわなそれぞれについて試験問題を作成する。



③同免許について、網及びわなのそれぞれの狩猟者登録申請書様式の改正

環境省が提示する様式に合わせる。

④同免許について、網及びわなのそれぞれの狩猟者登録書の様式の改正

環境省が提示する様式に合わせる。


